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越谷市議会　議会報告

　  6月に都内の小学校で授業中に火災が発

生した。現場では避難具を使えず、教員の判

断で窓から避難した。本市では、実際に火災

が発生した場合、安全に避難出来る訓練をし

ているのか。

市長　教育委員会から各学校に対し、避難経

路や救助袋等の避難器具の設置状況・使用方

法の確認を通知し、全校で点検を行った。

　併せて、消防局の協力で、学校施設の緊急

点検を実施し、避難器具の操作に課題のある

学校が確認されたことから、教育委員会として、

消防局の専門的知見も踏まえつつ、全教員が

避難器具の操作方法を実地で確認できる機会を

設けるなど、より実践的な避難体制の強化に

取り組むこととしている。

　  本市の選挙は即日開票となっている。

携わる職員や立会人は、朝7時から深夜に及ぶ。

職員や立ち会いにあたる高齢の市民には負担が

大きいことや費用も掛かると思う。他市では

翌日開票を行っているところもあるが本市

の考えは。

　以前観たドキュメンタリー映画「○月○日区長になる女」では、選挙を愉しんでいた。
また開票は翌日で朝明るい時間に主だったメンバーで連れ立って見に行っていた。
　開票に携わる皆さんには無理のない体制で、できればお日様の下で、みんなで
選挙結果を見届けられるようになればと思う。

越谷市議会 9月定例会報告

一般質問 その時、学校の防災訓練の実効性は

一般質問 明るい選挙、開票は翌日に！

清水の一言

　開票事務に従事する職員に負担をかけている

ことや選挙人を待たせていることは認識して

いる。公職選挙法においては、選挙管理委員会は、

選挙の結果を選挙人に対して速やかに知ら

せるように努めなければならないと規定されて

いることから、選挙管理委員会としては、投票

終了後速やかに開票を行い、可能な限り早く

結果を公表するよう努めている。
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〈清水 泉プロフィール〉
●東京都台東区柳橋生まれ
●袋山在住
●こども教育常任委員

自分と夫の両親を看取りました。
介護も子育ても社会制度で
解決する必要があると思います。
黙っていてはなにも変わりません。
市民の声を市政に届けます。

意見書

中学校給食費の保護者負担を期間限定で軽減報　告

保護者負担
￥7,400
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本市の学校給食費の負担軽減策について

　しかし、今回の措置はあくまで時限的なもの

です。今後も子育て世帯の負担軽減と、安心して

食べられる学校給食をどう支えていくのか、引き

続き議会で取り上げていきます。

※小学校の給食費は2026年4月から全国一律で

　無償化されています。

「給食費のイメージ　※越谷市ホームページより抜粋」

　9月定例会では、意見書「非核三原則の堅持を

求める意見書」が全員一致で可決されました。

　近年、国際情勢の緊張の高まりを背景に、核

共有や核抑止力の強化に関する議論が行われ

るなど、非核三原則の形骸化につながりかねな

い動きが懸念されています。

　世界で唯一の戦争被爆国として、核兵器の悲

惨さを風化させず、再び広島・長崎の惨禍を繰

り返さないためにも、日本政府が非核三原則を

堅持し、核兵器廃絶に向けた国際的役割を果た

すことが、強く求められると考え、清水泉・大田

ちひろが提出者となり提案しました。

　「将来、安全保障環境が大きく変化した場合

であっても、時の政権の判断にかかわらず、非

核三原則を堅持することを求めているのか」や

「政府は堅持する姿勢を示している。なぜ今意

見書を提出するのか」といった質疑がありまし

たが、採決では全員一致で可決となりました。

なお、「国際刑事裁判所（ICC）への制裁の撤回を

働きかけることを求める意見書」も全員一致で

可決しました。

　物価高騰が続く中、子育て家庭の負担を軽減す

るため、越谷市では2026年10月から2027年3月

まで、中学校給食費の保護者負担額を月額4,850

円から2,500円に引き下げます。

　今回の措置は、国の重点支援地方交付金と市の

一般財源、合わせて1億600万円を活用します。

保護者の手続きは必要ありません。

　越谷市では、2025年度から学校給食費の一部を

公費で負担しています。今回の引き下げは、物価

高騰への対応として、さらに6か月間、保護者の

負担を軽減します。

「持たず・作らず・持ち込ませず」をこれからも


